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要旨：耐震壁および粘弾性ダンパーによる耐震補強が実施された RC 造校舎を対象として常

時微動測定を行い，ダンパー設置前後の固有周期，微動の速度振幅，減衰定数を比較した。

その結果，粘弾性ダンパーによる補強を実施した構面方向の減衰定数が増大した。本論文で

は既往の減衰定数同定手法の欠点を補う形で同定し，制振補強による制振効果を検証した。

また，粘弾性ダンパーによる計算上の剛性の増加が微動測定によっても評価しうることを確

認した。 
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1. はじめに 
構造物の減衰定数は，地震や風などの外力に

対する建物の応答を推定する上で重要なパラメ

ータである。しかし，鉄骨造建物では 2％，RC

建物では 3％などと慣用的に用いられているが，

実測値はばらつきが多いのが実情である。建物

本体の減衰能力を正確に把握することは，制御

装置等に対する付加的な要求性能を決定する上

でも不可欠の問題である。 

一方，近年では学校や庁舎等の公共建物につ

いて耐震診断・耐震改修が進められつつあるが，

未補強のままである場合が少なくない。低層 RC

造建物の耐震改修には，一般的に鉄骨ブレース

や耐震壁の増設による強度型の補強が多いが，

粘弾性ダンパーやオイルダンパー等の制振装置

による補強例も増加しつつある。本論では RC 造

の粘弾性ダンパーと耐震壁の増設により補強し

た 4 階建てと 3 階建ての学校校舎 2 棟を常時微

動測定により補強前後の振動性状調査を行い，

耐震補強前後の固有振動数および減衰定数を同

定し制振補強による建物の制振効果を検証する

ことを目的とするものである。 

 

2. 対象建物および耐震補強の概要 

耐震補強を実施した 2 棟の建物は共に福島県 

郡山市にある鉄筋コンクリート造の学校校舎で

4 階建て(以下建物 1)と 3 階建て(以下建物 2)であ

る。以下に 2 棟の建物の詳細を記す。 

2.1  4 階 RC 造建物（建物 1） 

建物の平面形状は桁行方向に 6ｍ×10 スパン，

梁間方向が 9m×1スパンで高さは 13.7mである。

梁間方向は耐震壁の設置により偏心を改善し，

強度型補強とした。桁行方向については一部の

脆性的な部材の靭性を向上した上で粘弾性ダン

パーによる補強とした。粘弾性ダンパーの設置

数は4階に8基，1～3階には16基ずつ設置した。

図-1 に 1 階平面図およびダンパーの設置状況を

示す。 

2.2  3 階 RC 造建物（建物 2） 

 建物の平面形状は桁行方向に 5.5ｍ×14 スパ

ン，梁間方向が 7.5m×1 スパンで高さは 12.8m

ある。梁間方向は既存のコンクリートブロック

を除去し，粘弾性ダンパー付き鉄骨ブレースに

よる補強とした。桁行方向については一部の粘

弾性ダンパーおよび RC の袖壁による補強とし

た。粘弾性ダンパーは 1 階には梁間方向に 6 基，

桁行方向に 8 基，2 階には梁間方向に 6 基，桁行

き方向に 8 基設置した。3 階は RC 袖壁補強のみ

とした。図-2 に 1 階平面図およびダンパーの設

置状況を示す。 
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3. 粘弾性ダンパーの概要 1),2) 
 表-1に建物 1 の，表-2 に建物 2 の粘弾性ダン

パーの形状および設置数を示す。今回の補強に

使用した粘弾性ダンパーは一方の端部のボルト

孔をルーズホールとし，大地震時には高力ボル

ト（HTB）が滑り，設定以上の応力が発生しな

い仕組み（リリーフ機構）となっている。また，

ダンパーの両端部は面外応力が生じないように

球面軸受けを設けている。 

4. 理論値による建物の固有振動数 
表-3に建物 1 の，表-4に建物 2 の弾性骨組解

析により得られた理論値による補強前後の固有

振動数を示す。建物 1 の梁間方向は 2.97Hz から

5.39Hz に，桁行方向は 3.09Hz から 3.37Hz に増

大した。また，建物 2 での梁間方向は 3.69Hz か

ら 3.85Hz に，桁行方向は 4.69Hz から 5.95Hz に

増大した。 

図-2 建物 2の基準階平面図 

図-1 建物 1の基準階平面図 

幅 mm 長さ mm 厚さ mm 層数

4 8 280 1300 6 4
3 16 280 1300 6 6
2 16 300 1300 6 6
1 16 325 1200 6 6

粘弾性体の形状
階 設置数

表-1 建物 1の粘弾性ダンパーの形状 

幅 mm 長さ mm 厚さ mm 層数

2 8 250 1600 6 4
1 8 250 1650 6 4
2 4 270 2200 7 4
2 2 260 2400 7 4
1 6 270 2300 7 4

梁間方向
(Y方向)

桁行方向
(X方向)

粘弾性体の形状
階 設置数設置方向

表-2 建物 2の粘弾性ダンパーの形状 

表-3 建物 1の補強前後の固有振動数 

振動数(Hz) 1次 2次 3次 4次

梁間 補強前 2.97 7.72 12.11 16.08

方向 補強後 5.39 13.59 21.56 29.48

桁行 補強前 3.09 8.54 13.05 16.53

方向 補強後 3.37 9.02 13.99 17.85

振動数(Hz) 1次 2次 3次

梁間 補強前 3.69 9.29 14.08

方向 補強後 3.85 9.44 14.51

桁行 補強前 4.69 11.77 17.01

方向 補強後 5.95 14.58 21.61

表-4 建物 2の補強前後の固有振動数 
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図-3 微速度計の配置図 

5. 常時微動測定の概要 
2 つの対象建物の耐震補強前後において表-5

に示す要領で常時微動測定を行った。微動測定

時にダンパーの粘弾性体の温度を測定し，ダン

パーの粘弾性体の温度は外気温とほぼ同程度で

あることを確認した。測定は同じ平面内におけ

る同時多点測定(以下パターン 1)と各階の同時多

点測定(以下パターン 2)を行い，それぞれ桁行方 

向と梁間方向を計測した。測定には微速度計を

使用し，サンプリング周波数は 200Hz で，40Hz

のローパスフィルタを施した。図-3 にパターン

1，パターン 2 の微速度計の配置図を示す。パタ

ーン 1 では微速度計を伝達関数の算出のため 1

階に 2 機，4 階に 4 機配置し，パターン 2 では各

階に 1 機ずつ微速度計を配置した。 

 

6. 減衰定数の同定方法 
 減衰定数の同定方法はいずれも RD 法 3）でラ

ンダム成分を除去し多モード成分を含む自由振

動波形を AR 法 4）によって分離し評価した。 

6.1 RD(Random Decrement)法 3） 
RD 法とはランダムな時系列波形のランダム

極大値を初期値とした小サンプルを数多く作成

し，それらを多数組み合わせることにより時系

列波形のランダム成分の和がゼロに近づき，自

由振動成分の和のみを得るものである。 

6.2 AR(Auto Regressive)法 4） 
 ある時点の出力が，過去の出力の線形結合と

して得られるシステムがあるとき，このシステ

ムを表すモデルを AR モデル (autoregressive 

model：自己回帰モデル)とよぶ。AR モデルは以

下の式で表される。ただし，M は次数とする。 

 

…(1) 

AR モデルにより得られる根 zi，zi+1 より各次の

固有振動数 fi および減衰定数 hiが求められる。 

 

…(2) 

 

 

…(3) 

 

7. フーリエ変換による固有振動数の同定 
測定された波形について振幅のピークを明瞭

にする目的で，全計測時間を 32 分割にした区分

データを 50％ずつずらした波形についてそれぞ

れフーリエ変換し 1 階を基準とした伝達関数の

アンサンブル平均を算出した。 

∑
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(b) 建物 1・各階同時多点測定(パターン 2)

4F 
3F 
2F 
1F 

RF 

Ch3 
Ch5 
Ch4 

Ch1 

(a) 建物 1・4階同時多点測定(パターン 1)

Ch3Ch4Ch5 Ch6 
4F 
3F 
2F 
1F 

RF 

Ch1 Ch2

RF 
3F 
2F 
1F 

Ch5Ch4 Ch3 

Ch1 Ch2

(c) 建物 2・3階同時多点測定(パターン 1)

RF 
3F 
2F 
1F 

Ch5 
Ch4 
Ch6 

Ch1 Ch2 

(d) 建物 2・各階同時多点測定(パターン 2)

項目 建物1 建物2

計測日(設置前) 2005/2/5 2005/7/10
計測日(設置後) 2005/3/30 2005/9/10
外気温(設置後) 3～4℃ 20℃
ダンパー 5～6℃ 18～20℃
粘弾性体温度
計測時間
計測方向
測定箇所

梁間・桁行
最上階・各階

600秒

表-5 建物 1・建物 2の常時微動測定の概要
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建物 1 および建物 2 における耐震補強前後の

各方向のパターン 2 について各観測点の固有振

動数を同定した。図-4，図-5 は建物 1 における

補強前後の固有振動数の同定結果である。図-4，

図-5 より各方向とも，補強前に比べ補強後の伝

達振幅比が低減し，固有振動数が増加している

ことが確認できる。建物 1 の固有振動数の増加

率は梁間方向が 3.15Hzから 4.05Hzに増大し 1.29

倍，桁行方向が 3.68Hz から 5.02Hz に増大し 1.36

倍であった。 

図-6，図-7 は建物 2 における補強前後の固有

振動数の同定結果である。建物 2 の固有振動数

はコンクリートブロックを除去し，粘弾性ダン

パーを挿入した梁間方向の振動数は 3.75Hz から

3.85Hz とあまり変化せず，粘弾性ダンパーおよ

び RC 袖壁補強を施した桁行方向の振動数は

4.30Hz から 5.75Hz に増加していたことが確認さ

れた。また，補強前に比べ補強後の伝達振幅比

が低減している。表-6 に建物 1，表-7 に建物 2

における各方向の固有振動数の同定結果および

固有振動数の増大率を示す。表-6，表-7 より耐

震補強後に固有振動数が増大していることから，

補強による建物全体の剛性の増加が確認された。

図-8 に建物 1 の， 図-9 に建物 2 の各方向にお

ける固有振動数の理論値と実測値の比較を示す。

建物 1 では実測値と理論値にばらつきがあるが

建物 2 では固有振動数の増分は計算による増大

分の推定値に概ね対応している。このことから

建物全体の固有振動数や耐震補強による剛性の

増加が微動測定により評価ができることがわか

る。 
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図-5 建物 1・桁行方向の固有振動数 
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図-7 建物 2・桁行方向の固有振動数 

(b)補強後(a)補強前

Hz

Hz 

振
幅

倍
率

 

振
幅

倍
率

 

max=4.30Hz max=5.75Hz 

振動数(Hz) 補強前 補強後 増大率(倍)
梁間 3.15 4.05 1.29
桁行 3.68 5.02 1.36

振動数(Hz) 補強前 補強後 増大率(倍)
梁間 3.75 3.85 1.03
桁行 4.3 5.75 1.34

表-6 建物 1・各方向の固有振動の変化 表-7 建物 2・各方向の固有振動の変化 
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(a)補強前 (b)補強後

図-4 建物 1・梁間方向の固有振動数 
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図-6 建物 2・梁間方向の固有振動数 
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8. RD法およびAR法による減衰定数の同定結果 
図-10は建物 2 における RD 法により算出され

た重畳した自由振動波形(図中 RDwave)から AR

法によりモードごとに自由振動波形に分離した

ものである。また，モードごとの複数の自由振

動波形を足し合わせた波形(図中 fitwave) と重畳

した自由振動波形(図中 RDwave)とを比較したも

のである。表-8，表-9 に分離した波形の中で最

も速度振幅の大きい自由振動波形の減衰定数と

振動数と振幅を示す。表-6と表-8，表-7 と表-9

の固有振動数をそれぞれ比較すると，もっとも

速度振幅の大きい波形の固有振動数の値が伝達

関数による固有振動数から算出された値に近い

ことが確認できた。建物 1 について耐震壁補強

をした梁間方向の減衰定数は 3.68％から 3.69%

と大きく変化せず，ダンパーを補強した桁行方

向の減衰定数は 4.34%から 5.78%に増大した。ま

た，建物 2 についてダンパーを補強した梁間方

向の減衰定数は 2.67％から 5.55%に，ダンパーを

補強した桁行方向の減衰定数は 3.56%から

4.43%に各方向とも増大した。 

9.結論 
本報告では粘弾性ダンパーや耐震壁による補

強を実施した2棟のRC造の学校校舎を対象にし

て常時微動測定により補強前後の振動性状を同

定した結果を示した。今回の測定で以下のこと

が確認された。 

(1) 建物 1 の梁間方向では耐震壁による補強に

よって固有振動数が 3.15Hz から 4.05Hz に増

大したが，減衰定数は 3.68％から 3.69％とほ

とんど変化していなかった。 

(2) 建物 1 の桁行方向では粘弾性ダンパーによ

る制振補強によって固有振動数が 3.68Hz か

ら 5.02Hz に増大し，減衰定数が 4.34%から

5.78%に増大した。 

(3) 建物 2 の梁間方向ではコンクリートブロッ

クを除去し粘弾性ダンパーを挿入した。固有

振動数は 3.75Hz から 3.85Hz とあまり変化し

なかったが，減衰定数は 2.67%から 5.55%に

増大した。 

(4) 建物 2 の桁行方向では粘弾性ダンパーによ

る制振補強によって固有振動数が4.3Hzから 

図-10 RD 法により抽出した重畳した自由振動波形と AR 法により分離した自由振動波形 

(a) 建物 2・梁間方向・補強前後 (b) 建物 2・梁間方向・補強前後 

補強前 補強後 補強前 補強後 
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5.75Hz に増大し，減衰定数が 3.56%から

4.43%に増大した。 

(5) 以上の結果より粘弾性ダンパーの補強によ

り建物全体の減衰定数が増加したことが確

認できた。また，固有振動数は実測値と理論

値が概ね対応した。 

(6) RD 法と AR 法を併用することで，重畳した

自由振動波形をモード成分ごとに分離して

評価することができることを確認した。 
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表-8 建物 1の RD 法と AR 法によって 

同定された振動数，減衰定数，速度の振幅

表-9 建物 2の RD 法と AR 法によって 

同定された振動数，減衰定数，速度の振幅

梁間方向 振動数 減衰定数 振幅

Hz ％ 10
-4
kine

補強前 3.05 3.68 9.32
補強後 3.98 3.69 3.51

(a) 梁間方向 

桁行方向 振動数 減衰定数 振幅

Hz ％ 10
-4
kine

補強前 3.43 4.34 6.03
補強後 5.06 5.78 1.05

(b) 桁行方向 

梁間方向 振動数 減衰定数 振幅

Hz ％ 10-4kine

補強前 3.70 2.67 3.64
補強後 3.91 5.55 1.75

(a) 梁間方向 

桁行方向 振動数 減衰定数 振幅

Hz ％ 10
-4
kine

補強前 4.32 3.56 1.83
補強後 5.86 4.43 0.88

(b) 桁行方向 
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図-8 建物 1の各方向における 

固有振動数の理論値と実測値の比較 

図-9 建物 2の各方向における 

固有振動数の理論値と実測値の比較 
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